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一般社団法人 全国保育連盟
理事長 坂井 徹

株式会社による認可保育所運営の会計処理と税務・通知運用の整合性確保について

(要望 )

平素より、子ども日子育て施策の推進にご尽力賜り厚く御礼申し上げます。株式会社を含む多様な主体が

安定的に質の高い保育を提供できるよう、以下のとおり制度改善を

要望致します。

現状と課題 (要点 )

o 私立保育所の運営費は、子ども 。子育て支援法附則第 6条に基づき、市町村か
ら「委託費」として支払われる枠組みが当分の間継続されています。

o その経理は、府子本第 254号通知 (以下「経理等通知」)等で使途範囲 (人件費・管理費・事業
費 )と 剰余の積立・繰越の方法が詳細に定められており、利

益として自由に計上することは制度上想定されていません。

・  一方で、運用等通知 (府子本第 256号 )は 租ヽ税公課に法人税等が含まれ得る旨を明示し
(Qg二A〔 問 9〕 )ヽ 税務上は収益

。課税の論理が働く場面があることを示しています。これが、行政

会計 (公費的性格を強く意識 )と 税務 (課

税 )と のダブルスタンダードを招いています。

・  東京都は都内運用通知 (2福保子保第 3496号 )で、当期末支払資金残高は「当該年度の委託費
収入の 30%以下」との実務基準を明確化。埼玉県も同趣旨の周知 (2年連続超過で改善基礎分の加
算停止)を行つており、資金保有上限や協議義務が各自治体で運用されています。

・  以上の諸規律の多くは「通知」による運用であり、法律上の明文化がないま
ま、法人の財産処分の自由に実質的制約が及ぶ点については、憲法 29条 (財産

権 )・ 22条 (経済的自由 )と の整合性を検証すべきとの論点が残ります。

・  要望事項

1.税務・行政会計の整合化 (一本イL方針 )
委託費の会計口税務処理の考え方を整理し、租税公課として法人税を想定しつつも 剰ヽ余の位置

づけを明確イL。 適正利益の概念化や配当可能範囲の定義の設定を要望致します。

2.積立金制度の改善
人件費日設備等の積立資産は経理等通知で容認されていますが、用途の拡張

(処遇,文善 。人材確保・DX投資等 )や目的外使用の協議要件の簡素化、自治体
間の上限制度の整含を要望致します。



3.「 当分の間」の見直しと給付費方式への移行日―ドマップ

附則第 6条の当分の間の委託費方式を再検討し、施設型給付費への一本化と

会計口監査ルールの法定化を段階的に進めて頂くことを要望致します。

4.憲法適合性の点検と法制化
通知行政に依存した使途制限の比例原則・明確性を点検し、必要な範囲を法

律で 明ヽ文化することを要望致します。

期待効果

・  会計日税務・監査の整合により透明性 。説明責任の向上 (上場会社を含む)。

・  人材処遇・設備投資への計画的再投資が進み、保育の質の持続的向上。

・  自治体ごとの運用差が縮小し、事業者の予見可能性向上。

現場の保育の質を守りつつ、民間活力を適切に活かすため、上記の見直しをご検討賜

りますようお願い申し上げます。

【資料編】主要根拠の抄録 (要点のみ )

・  法の枠組み :附則第 6条は、市町村が当分の間、特定保育所 (私立保育所)に
対し委託費相当額を支払う旨を規定。

・  使途範囲と剰余 :経理等通知 (府子本第 254号 )は、人件費・管理費・事業資を定義し、積立資
産の創設 (人件費積立 施ヽ設

。設備整備積立等 )や前期末支

払資金残高の扱いを規定。

・  税務との関係 :運用等通知 (府子本第 256号 )Q&Aは、租税公課に法人税が含
まれ得る旨を明記。

・  自治体運用例 :東京都の取扱い(2福保子保第 3496号 )は、当期末支払資金残高 =委託費収入
の 30%以下を明示。埼玉県も同趣旨を周知 (2年連続超過で改
善基礎分加算の停止)。

・  通知の改正履歴等 :改正日取扱い通知の公表・改正経緯。

・  憲法 :財産権 (29条 )、 経済的自由(22条)条文。

以上



2026年 7月 23日

こども家庭庁 御中

一般社団法人 全国保育連盟
理事長 坂井 徹

認可保育所の施設整備補助金に関する提言書

こども家庭庁発出の「こ成事第 497号 (令和 7年 9月 19日 )就学前教育日保育施設整備交付金

交付要綱」こおいて、認可保育所施設整備事業の補助金制度が大きく変更されました。

今回の変更では、設置主体が学校法人・社会福祉法人である場合のみ補動金の交付対象とな り、

株式会社が設置主体の場合には実質的に補助金が受けられない制度となつています。し

かし、認可保育所の運営主体として株式会社も認められているにも関わらず、施設整備にお

ける補助金交付でこれほど大きな差が生 じることは 公ヽ平性を欠く制度と考えます 。

①施設の種類 ②設置根拠 ③設置主体

(1)保育所
児童福祉法第 35条第4

項及び同法第 66条 の3

第 3項

社会福祉法人、日本赤十字社、公益社団法

人又は公益財爾法人

(以下「社会福祉法人等」という。)

範)施設の種類 の設置根拠 ③設置主体

(1)保育所
児童福祉法第 35条第4

項及び同法第 66条の 3

第 3項

社会福祉法人、日本赤十学社、公益社団法

人又は公益財団法人

(以下 r社会福祉法人等Jと いう、〕)

ただし、「保青提供体制の確保のための実

Jの「待機児重対策J 又は「

象対策Jの裸択を受けている市町村は、市

町村が認めた者 (公立施設を,,余 く碍)と す

※「待機児童対策」の採択・・・各年度の4月 1日 時点において待機児童が 10人以上発生

していることが要件。

※「人口減少対策」の採択…・国から過疎地域として指定を受けていなければ採択されない。

【要望】

株式会社を含む 市ヽ町村が認めたすべての設置主体に対し 従ヽ前と同様に施設整備補助金が平等

に交付される制度へと是正していただきますよう おヽ願い申し上げます 。

財政力指数 1.0未満なのか?

A全国の自治体のうち
約 96°/。 ″970/0ね 1ヾ.0未満

つまり従前は ほヽとんどの市阿村

で 市ヽ町村が認めた設置者に対

して朝朔施筈褒句硝淑敏勢捲れ………

今和 7年 9月 19日 制度改定

制度改正後

社会福祉法人以外の設置者に対して

補助要件が極端に狭まり、株式会社

等には補助交付できなくなつた。

つまり、市町村主導で保育所整

備を進めることができなくなっ

た



経済財政運営と改革の基本方針2026(仮 称)に対する
指定都市市長会要請

我が国は、少子・高齢化や気候変動への適応、防災・減災、国土強靱化の取組に加

え、エネルギー・食料品価格等の上昇、中東情勢の緊迫化、極めて不透明な世界経済

の影響など、まさに国内外の社会経済情勢の大きな変化と課題に直面している。

将来にわた り、我が国全体の持続的な成長を促 していくためには、過度な東京都ヘ

の一極集中を是正し、国と地方が一体とな り、人口減少・少子化対策等の国家的な課

題解決に取 り組まなければならない。中でも指定都市は、住民に身近な基礎自治体で

ありながら国民の 2割を超える人口を擁 し、約 3割の商業活動が集中している状況で

あることから、圏域の中枢都市として幅広い権限と安定的な財源を持ち、圏域全体のカ

強い経済成長を中核となつて牽引する役割を果たすことが重要である。その実現にあ

たっては、都道府県―市町村とい う長年にわたり基本的な構造が変わっていない我が

国の地方自治制度について、抜本的に見直すことが不可欠である。

指定都市が、国民の安全 。安心の確保やこども施策の総合的推進等に取り組み、ひい

ては、日本経済の持続的な成長に寄与していくため、「経済財政運営と改革の基本方針

2026(仮 称 )」 において、指定都市市長会の提案を反映するよう要請する。

1 国民の安全 日安心の確保
(1)物価高への対応
エネルギー・食料品価格等の上昇により、国民生活 `地域経済への影響が生じ

てお り、さらには中東情勢の混乱が長期化することも懸谷 されることから、引き

続き国の責任において、国民生活
。日本経済を守 り抜くとともに、地域の実情に

応 じた物価高対策に万全を期すこと。また、国庫補助負担金の算定基礎において

適切に物価上昇分を反映するとともに、減税や給付の措置を講ずる場合には、地

方における財政運営への影響や過度な事務負担が生じることのないよう実施する

こと。さらに、中長期的な対応 として、省エネの促進等エネルギーコス ト上昇に

対する経済社会の耐性の強化に取 り組みつつ、持続的で構造的な賃上げや民需主

導の持続的な成長の実現に向けた取組を進めること。

(2)防災・減災、国土強靱化の推進
道路、河サ||、 上下水道等のインフラ施設の老朽化が加速度的に進行する中、適切な

維持管理及び計画的な改築・更新が実施されなければ、国民生活や社会経済活動に

重大な影響が及ぶ恐れがある。そのため、インフラ施設の予防保全型の′点検・修繕や

機能向上を伴 う改築等、集中的な対策の推進に必要な支援を行 うこと。

また、災害が発生すると多くの国民の生命、身体及び財産が脅かされるととも

に、その影響は社会経済全体にまで及ぶことから、大規模地震等の自然災害に対

して指定都市が行 う避難生活環境の改善をはじめとした被災者支援や浸水対策、

土砂災害姑策、インフラ施設の耐震化等の防災・減災対策について、重点的な支

援を行 うこと。

加えて、緊急物資の輸送機能の確保や円滑な応急対策活動のための緊急輸送道

路の整備、橋梁の耐震化、無電柱化等の地震対策への重点的な支援を行 うこと。
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さらに、こうした国土強靱化施策を切れ 目なく戦略的に推進するために必要な

財源を継続的・安定的に確保できるよう、国の当初予算において、資材価格の高

騰等を考慮 した財政措置を行 うこと。

2 こども施策の総合的な推進
(1)こ ども 。子育て政策の強化
こどもを望む全ての人が安心してこどもを産み 。育てることができるよう、特

に多くの地方 自治体が独 自に実施 しているこども医療費やひとり親家庭医療費等

の助成制度、保育料等を含めた利用者負担軽減策については、国の責任において、

持続可能な全国一律の制度を構築 し、必要な財源措置を講ずるとともに、地方自

治体に発生する様々な負担に対 して、十分な人的・財政的支援を速やかに講ずる

こと。

いわゆる教育無償化 (高等学校等就学支援金制度の拡充、学校給食費の抜本的

な負担軽減)に関しては、制度の持続的な実施に向けて、地方財政に影響を与え

ることのないよう、国の責任において恒久的な財源を確保すること。特に、学校

給食費の抜本的な負担軽減に関しては、国において毎年的確な調査を行 うことに

よつて実態 との乖離のないようにするとともに、中学校給食費についても早期に

実施すること。併せて、地方自治体が地域の実情に応 じてきめ細かに行 うサービ

スの提供等についても、地方自治体の創意工夫が生かせるよう、国においても、

必要な財政支援を講ずること。

また、幼児期の教育・保育、子育て支援、社会的養育の質・量の充実を図るた

め、保育士等の人材確保や処遇改善のほか、幼稚園・保育所等における老朽化姑

策等に関する施設整備補助の事業費確保や嵩上げ、設置主体の要件緩和に係る経

過措置の継続等を行 うこと。乳児等通園支援事業 (こ ども誰でも通園制度)につ

いては、各地方自治体の実情や受入体制に応 じて対応できる柔軟な仕組みへ見直

すとともに、都市部の物価及び賃金水準や保育士等の負担を十分に考慮 した財政

措置等を講ずること。さらに、国が示す放課後児童クラブに係る運営費の負担割

合を見直し、放課後児童健全育成事業の補助額を引き上げるとともに、放課後児

童クラブ支援員等の処遇改善や施設整備補助の嵩上げ等の財政措置を拡充するほ

か、医療的ケア児や配慮を要するこどもの受入促進に係る財政措置の更なる拡充

等を図ること。

(2)持続可能な学校体制づくり
全国的な教職員不足を解消し、地域の実情に応 じた学校のイ動き方改革の推進と

教育の充実を実現するため、義務教育費国庫負担制度による教職員の給与費につ

いて、特に令和 12年度までに段階的に 10%ま で引上げを行 うとされている教職

調整額を含め、地方に負担転嫁することなく、財政力の如何を問わず、その所要

額全額について、国の責任において確実な財政措置を講ずること。

さらに、こどもたちを取り巻く環境の多様化等様々な課題に対応するため、基

礎定数及び力日配措置の更なる改善や教育人材の拡充に向けた効果的な施策を講ず

るとともに、スクールカウンセラーやスクールノーシャルワーカー等の専門職を

教職員定数 として算定し国庫負担金の対象 とすること。
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3 多様な大都市制度の早期実現
人口減少が急速に進む中、持続可能な社会と我が国の更なる成長を実現するため

には、国家戦冊各として多極分散型社会の実現を目指していく必要がある。本年 1月

に立ち上げられた第 34次地方制度調査会においては、「国・都道府県・市町村間の役

割分担、大都市地域における行政体制その他の必要な地方制度の在り方について、調

査審議を求める」との諮問に基づき、大都市制度に関する具体的な議論も進められて

いるところであるが、今後、指定者Б市の意見を踏まえて更なる検討を行い、特別市の

法制化を含む多様な大都市制度を早期に実現すること。

また、大規模災害等の紺応においてこれまで大都市が果たしてきた役割を踏まえ、

基礎自治体の「現場力」と大都市の「総合力」を併せ持つ指定都市に対し、地域の

実情に合わせた事務・権限と税財源の更なる移譲をより積極的に進めること。

4 地域未来戦略の推進
国は、地域ごとに産業クラスターを戦略的に形成するとともに、地場産業の付加

価値向上と販路開拓を強力に支援するための「地域未来戦略」について、令和 8年

夏までに政策パッケージを取 りまとめるとしている。しかしながら、いずれも計画

策定においては、知事との連携もしくは知事主導での対応が想定されていることに

加え、地域未来交付金 (地域未来推進型)の上限金額には指定都市と都道府県で乖

離がある。圏域の経済活動の中枢を担 う指定都市が圏域全体を牽引する役割を果た

し、「地域未来戦睡各」に基づいた地方創生を強力に推 し進められるよう、都道府県と

同等の権限と財政措置を講ずること。

5 外国人が地域社会に円滑に通応するための取組の推進
人材不足が深刻化 し、外国人住民が 日本の経済社会におけるサービス提供等の担

い手として期待 される中、国は、外国人材確保のための様々な施策を進めている。

日本人住民と外国人住民がともに安全・安心に暮らせる社会の実現に向けて、学校

等の環境整備を含む外国人住民への生活支援や、日本語学習支援に係る政策のほか、

日本の文化・社会制度等に対する理解を促す仕組みの創設等について、国の責任の

もと、強力に推進 していくこと。

6 自治体 DXの推進
(1)地方公共団体の基幹業務システムの統一 。標準化
「地方公共団体情報システム標準化基本方針」に掲げる目標を達成 し、地方自

治体の人的・財政的負担の軽減や新たなサービスの迅速な展開に資するものとな

るよう、国が主導的な役割を果たすこと。

また、特定移行支援システムを含む全てのシステムの移行完了までの経費及び

標準化に伴い一体的に対応が必要となる事業に係る経費全額を国費により措置す

るとともに、ガバメン トクラウド利用料等の運用経費についても、移行前の水準

を上回ることのないよう各自治体の実態を的確に反映した十分な措置を恒常的に

講ずること。
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さらに、全ての指定都市が特定移行支援システムを抱えている状況を踏まえ、

制度改正や標準仕様書の改定を実施する場合には姑応にかかる作業期間を十分に

確保するなど特定移行支援システムにも十分配慮するとともに、標準仕様書の改

版に伴 うシステム改修費等についても国費により措置すること。

(2)デジタル化を見据えた行政事務の簡素化
地方自治体の行政事務は、根拠 となる国の各種制度の複雑 さに加え、度重なる

制度改正や運用変更等により、事務を実施する地方自治体をはじめとしたサービ

ス提供者だけでなくサービスを受ける利用者においても多大な負担が生じている。

住民サービスの向上や地方自治体の業務の効率化・高度化に資するデジタル化を推

進するにあたつては、単に現在の制度の運用方法をデジタル化するのではなく、事

務の簡素化を含めた制度自体の抜本的な見直しが必要不可欠であることから、デジ

タル庁が司令塔 となり、各省庁が所管する事務の制度に改善の余地がないかを横断

的かつ地域の実態に即して再点検 し、その結果を踏まえた対応を迅速に実施するこ

と。

7 脱炭素社会の実現
(1)脱炭素型ライフスタイルヘの転換の促進

商品・サービスの温室効果ガスυF出量を見える化 し、国民の前向きで主体的な

意識改革や行動変容を促すため、国として早期に地域横断的な仕組みの構築
。展

開を進めること。

また、水素等次世代エネルギーの社会実装や再生可能エネルギーの主力電源化

に対応するためのインフラ整備等脱炭素社会の実現に向けた基盤整備を行 うこと。

(2)地域脱炭素移行への支援の拡充

国主導で組織横断的に省庁や所管業務の枠を越えて、脱炭素社会の実現に向け

た取組を講 じ、地方自治体や企業等の取組を推進するため、十分かつ継続的な財

政措置を講ずること。特に、地球温暖化対策を主目的とする事業以外であつても

地球温暖化姑策に資する場合は、国が交付する補助金等の対象に加えるとともに、

補助率引き上げや物価上昇分の反映等のインセンティブを付与する等、財政支援

を拡充すること。

8 安定的な財政運営に必要な措置
(1)地方一般財源総額の増額確保
いわゆる「一般財源総額実質同水準ルール」については、「経済財政運営と改革

の基本方針 2024」 において、引き続き 3年間維持することとされている。こど

も。子育て政策の強化やインフラ老朽化対策等に引き続き取 り組む必要がある一方、

社会保障関係経費や人件費の増力日、物価高の長期化等が今後も懸念されることから、

令和 9年度以降は、令和 8年度の地方財政計画の水準にとどまらず、地方の財政需

要を的確に地方財政計画に反映 し、安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額を

増額確保すること。

また、現在、社会保障国民会議において給付付き税額控除の導入や消費税減税

が議論されているほか、「年収の壁」については、令和 8年度における引き上げに

-4



加え、今後更なる見直しが想定される。さらに、いわゆる「ガゾリンの暫定税率」

廃止や、自動車税及び軽自動車税の環境性能割の廃止に伴 う地方の安定財源確保

については、国において具体的な方策を引き続き検討することとされてお り、地

方財源への影響が懸念される。

ついては、地方自治体が住民に必要な基礎的行政サービスを持続的に提供でき

るよう、国の責任において代替 となる恒久的な安定財源を確保するなど、必要な

措置を講ずること。

さらに、地方財源不足の解消は、地方交付税の法定率引上げ等により対応 し、

臨時財政対策債については速やかに廃止すること。

(2)指定都市税源の拡充強化等
指定都市特有の財政需要に対応するため、都市税源である消費・流通課税及び

法人所得課税の配分割合を拡充するとともに、道府県から指定都市に移譲されて

いる事務・権限等について、所要額が税制上措置されるよう、税源移譲により特

例税制を創設すること。

また、東京都の財源超過額が 2年連続で過去最高となるなど、東京者呂と他の地

方自治体間の財政力格差が拡大 してお り、これを背景として、行政サービスの地

域間格差も拡大している。このような状況を是正するため、地方税収を減ずるこ

となく、地方税財源拡充の中で、偏在性の小さい地方税体系の構築に向けた具体

的な取組みを講ずること。

(3)国庫補助負担金の改革
国と地方の役割分担の見直しを行つた上で、国が担 うべき分野については必要

な経費全額を国が負担するとともに、地方が担 うべき分野については国庫補助負

担金を廃止 し、所要額を全額税源移譲すること。また、医療や介護、障害者福祉

等の社会保障関係費が増加する中、税源移譲がなされるまでの間、地方が必要と

する国庫補助負担金の総額を確保するとともに、超過負担を解消すること。

令和 8年 4月 15日
指 定 都 市 市 長 会

-5-



活動報告

2026年 04月 15日

経済財政運営と改革の基本方針 2026(仮 称)に対する指定都市市
長会要請

令和 8年 4月 ■5日 (水 )、 久元 喜造 神戸市長 (指定都市市長会会長)が、城内 実 内閣府特命担当大
臣及び林 芳正 総務大臣に対して「経済財政運営と改革の基本方針2026(仮 称)に対する指定都市市長
会要請」を行いました。

【要請文】

。 経済財政運営と改革の基本方針2026(仮称)に対する指定都市市長会要請(PDF:244KB}臓

左から 実  内閣府特命担婆大臣
喜造 神戸市長

日時

内

元

城

久

令和 8年 4月 ■5日 (水 )■ 4時 35分から■4時 50分まで



内容要請

要請先

内閣府

「経済財政運営と改革の基本方針 2026(仮 称)に対する指定都市市長会要請』

提出者

久元 喜造 神戸市長 (指定都市市長会会長)

面談者

城内 実 特命担当大臣

腱

li i与 i

甘
で、

４
　
Ｊ

独 特 書

●
ｒ

哄

■■:fr

ヽ
　
Ｐ

　

，Ｉ

ギ

●

与

造 神戸市長
総務大臣

童
田
正芳

一死久

林

らん左

日時



令和 8年 4月 ■5日 (水)■ 5時■0分から■5時 25分まで

総務省

「経済財政運営と改革の基本方針 2026(仮 称)に対する指
定都市市長会要請」

久元 喜造 神戸市長 (指定都市市長会会長)

TOP 〉活動報告 〉要請・提言活動 〉2026年度 〉経済財政運営と改革の基本方針2026(仮 称)に対する指定都市市
長会要請

要驚先

要請内容

提出著

面談著

林 芳正 総務大臣



内F/潟府 御中
こどt)家庭庁 御中

令和 8年 4月 吉 Fl

保古施設整備に係る補助制度の見直しに関サ

1,l建とく旨

近年、保育士不足や園児数の減少により、保育施設の運営を担 う事業者の確保がlttl難 となっており、公立保

育所の民営化や、老朽化 (修繕を含む)対・策・再編整備が停滞 している地域モぅ見受けられる。

このような状況を踏まえ、地域の実情に応 じて、津波や上砂災害讐戒区城等のハザー ドマンプに該当する保

育所の移転整備や、公立保育所の老朽化への対応、さらに人「1減少地域に所在する老朽化施設を人口増力開地域

へ再編整備する取組を進め、移転後においても安定した保育提供体制を確保 していく必要がある。

そのためには、白治体が主体的に整備手法を選択 し、適切な事業者を選定できる巽境を整備することが重要

である。

2,現状の課題

こども家庭庁が発出した「就学前教育・保育施設整備交付金交付要綱 (こ 成事第 497号)Jに より、認可保育

所の施設整備に係る補助制度が変更され、設熾主体が学校法人及び社会福祉法人に限定される取扱いとなって

いる。

これらの課題は、呻となる制度運用 Lの制約にとどまらず、公立保育所の老朽化対策の遅れや、防災・減災を

目的とした施設整備の遅れを招くものであり、結果として子どもの安全確保に支障を来すおそれがある。

このことにより、以下のような課題が生じている。

●公立保育所の老朽化対策の停洲;

●民営施設の改修工事の停滞 (大規模修繕や空調設備更新等)

0防災・減災 (津波警戒 IX域や土砂災害瞥戒区域からの移 1妖)を 目的とした施設整備の遅れ

0施設の再編・集約の推進の制約

0地域の実情に応 じた事業者選定の困難

3 要望事項
上記の状況を騰まえ、以下の点について見直しを求める。

0こ どくっ家庭庁が発出した 「就学前教育・保育施設整備交付金交付要綱 (こ 成事第 497号
‐
)j(こ ついて、従前の

取扱いに戻すこと

0市町村の判断により、株式会社も含め、法人種別に関わらず、白治体が地域の実情に応 じて最適な事業者を

選定できる幣1度 とすること

4,結び

本件は、白治体の保育行政運営全体に重大な影響を及ぼすく)の である。とりわけ、イ・ど4)の安全確保に直結

する課題であることから、現場の実態を踏まえ、速やかに制度の見直しが行われることを強く求める。

以 L

お



甘福発第 79号

令不日8年 6月 9日

内閣府特命担当大臣 黄川田仁志 様

こども家庭庁長官 渡辺由美子 様

                     
・
ギli耳,

群蔦県甘楽町長 森平仁奉転群れ

'皐
i響楯ギi洋

就学前教育・保育施設整備交付金の従前め取り扱いを求める要望書

現在、当町では、少子高齢化がます革す顕著となるや、
「子どもは町の宝」を基本理念とし、国・県のご支

援を賜りながら〔町独自の様々な
「子育て支援事業」を展開しております。

令和4年度には、公立の保育園及び幼稚園の第合や民営化を進
め、子ども達の健全育成ゃ安心`安全

な保育チ界
騨境の声整備を最優先に、待機児童を発生させない取り組みなどを

公私連携で進めているところであ

ります。

これまで、施設整備や老朽化対策等におきまぃては、国の
「就学前教育・保育施諜整備交付金」を活用

させていただき、順次計画的に整備を導めてきたところでありますが、
令和7年9月 に交付要綱の下部が改

正され、交付対象要件が厳格化されたととに伴い、今年度に予定して
いた保育園の空調設備などの改修

工事が進められなくなつている状況となつております。

保育施設の老朽化対策や防災・減峯対策をはじめ、夏
の猛暑に対応するための空調設備9弾修は喫

緊の課題であるものの、国の奈付金を活用できなけれ
ば、当町あような財政規模の小さな自治体や施設を

運営する事業者にとつては、改修工事等め支出イ1大きな負
担となつておりヽ施設整備の遅れ 招々いており

ます。

つきましては、地域の実情に即した保育施設の整備が由おに図られ
るよう交付要綱め一部改正につきま

して、下記のとおり要望いたします。

記

1要望事項

保育施設の老朽化対策や保育募境の維持
・改善、防災・減災を目的とした安全対策としての施設整備等

が円滑に行えるよう、こども家庭庁が昨年9月 に発出
した「就学前教育・保育施設整備交付金交付要綱に

成時第497号 )」における交付要綱6の交付対象要件に関する記述を従前(令
和7年 9月以前)の取扱い

に戻すこと

【担当及び問い合わせ先】

〒370-2292群馬県甘楽郡甘楽町大宇白倉 1395-1

群馬県 甘楽町福祉課こども係 電話:0274-67-5194

M誠1:kOdOmo9town・ kanra.lg.カ

URL(町 HP):httpS://― .toWn.kanra.ユ gれ/



令和 8年 5月 吉日

内閣府 御中
こども家庭庁 御中

織砲″コ体

保育施設整備に係る補助制度の見直しに関する意見書

1.趣旨
近年、保育士不足や園児数の減少により、保育施設の運営を担う事業者の確保が困難となって

おり、公立保育所の民営化や、老朽化対策・再編整備が停滞している地域も見受けられる。

このような状況を踏まえ、地域の実情に応じて、津波や土砂災害警戒区域等のハザー ドマップ

に該当する保育所の移転整備や、公立保育所の老朽化への対応、さらに八日減少地域に所在する

老朽化施設を人口増加地域へ再編整備する取組を進め、移転後においても安定した保育提供体鮨J

を確保していく必要がある。

そのためには、自治体が主体的に整備手法を選択し、適切な事業者を選定できる環境を整備す

ることが重要である。

2.現状の課題
こども家庭庁が発出した「就学前教育・保育施設整備交付金交付要綱 (こ成事第 497号 )」 によ

り、認可保育所の施設整備に係る補助制度が変更され、設置主体が学校法人及び社会福祉法人に

限定される取扱いとなっている。

これらの課′鳳頑は、単なる制度運用上の制約にとどまらず、公立保育所の老朽化対策の遅れや、

防災・減災を目的とした施設整備の遅れを招くものであり、結果として子どもの安全確保に支障

を来すおそれがある。

このことにより、以下のような課題が生じている。

●公立保育所の老朽化対策の停淵
'●防災・減災 (津波警戒区域や土砂災害警成区域からの移転)を 目的とした施設整備の遅れ

0施設の再編・集約の推進の制約
●地域の実情に応じた事業者選定の困難

3.要望事項
上記の状況を踏まえ、以下の点について見直しを求める。

0こ ども家庭庁が発出した「就学前教育・保育施設整備交付金交付要綱 (こ成事第 497号)Jにつ

いて、従前の1文扱いに戻すこと

●市町村の判断により、株式会社も含め、法人種別に関わらず、自治体が地域の実情に応じて最

適な事業者を選定できる制度とすること

4.結び

本件は、自治体の保育行政運営全体に重大な影響を及ぼすものである。とりわけ、子どもの安

全1確保に直結する課題であることから、現場の実態を踏まえ、速やかに制度の見直しが行われる

ことを強く求める。

以上



卸備 霰滓布 令和 8年 4月 吉日

内閣府 御中
こども家庭庁 御中

ぞ
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修

保育施設整備に係る補助制度の見直しに関する意見書

1.趣旨

近年、保育士不足や園児数の減少により、保育施設の運営を担う事業者の確保が困難となっており、公立保

育所の民営化や、老朽化対策 ,再編整備が停滞している地域も見受けられる。

このような状況を踏まえ、地域の実情に応じて、津波や上砂災害警戒区域等のハザードマップに該当するl果

育所の移転整備や、公立保育所の老朽化への対応、さらに人目減少地域に所在する老朽化施設を人口増加地域

へ再編整備する取組を進め、移転後においても安定した保育提供体制を確保していく必要がある。

そのためには、自治体が差体的に整備手法を選択し、適切な事業者を選定できる環境を整備することが重要

である。

2.現状の課題

こども家庭庁が発出した「就学前教育・保育施設整備交付金交付要綱 (こ成事第 497号 )」 ‡こより、認可保育

所の施設整備に係る補助制度が変更され、設置主体が学校法人及び社会福祉法人に限定される取扱いとなって

予ヽる。

これらの課題は、単なる制度運用上の制約にとどまらず、公立保育所の老朽化対策の遅れや、防災・減災を

目的とした施設整備の遅れを招くものであり、結果として子どもの安全確保に支障を来すおそれがある。

このことにより、以下のような課題が生じている。

●公立保育所の老朽化対策の停滞

●民営施設の改修工事の停滞 (大規模修繕や空調設備更新等)

●防災・減災 (津波警戒区域や上砂災害警戒区域からの移転)を 目的とした施設整備の遅れ

●施設の再編・集約の推進の制約

●地域の実情に応じた事業者選定の困難

3.要望事項

上記の状況を踏まえ、以下の点について見直しを求める。

●こども家庭庁が発出した「就学前教育 ,保育施設整備交付金交付要綱 (こ成事第 497号 )」 について、従前の

取扱いに戻すこと

0市町村の判断により、株式会社も含め、法人種別に関わらず、自治体が地域の実情に応じて最適4事業者を

選定できる制度とすること

4.結び

本件は、自治体の保育行政運営全体に重大な影響を及ぼすものである。とりわけ、子どもの安全確保に直結

する課題であることから、現場の実態を踏まえ、速やかに制度の見直しが行われることを強く求める。

以上



令和 8年 5月 吉 日

内閣府 御中

こども家庭庁 御中
登米市長

♪

保育施設整備に係る補助制度の見直しに関する意見書

1.趣旨
近年、保育士不足や園児数の減少により、保育施設の運営を極う事業者の確保が困難となっ

ており、公立保育所の民営化や、老朽化対策。再編整備が停滞している地域も見受けられる。

このような状況を踏まえ、地域の実情に応じて、津波や土砂災害警戒区域等のハザードマン

プに該当する保育所の移転整備や、公立保育所の老朽化への対応、さらに人口減少地域に所在

する老朽化施設を入固増加地域へ再編整備する取組を進め、移転後においても安定した保育

提供体制を確保していく必要がある。

そのためには、自治体が主体的に整備手法を選択し、適切な事業者を選定できる環境を整備

することが重要である。

2。 現状の課題

令和 7年 9月 19日 付のこども家庭庁通知「就学前教育・保育施設整備交付金交付要綱 (こ

成事第 497号 )」 により、認可保育所の施設整備に係る補助対象は、設置主体が原則として「社

会福祉法人」や「学校法人どなどに限定され、その特例要件についても、「保育提供体制の確

保のための実施計画」において「待機児童女、1策」又は「八日減少対策」♂)採択を受けている市

町村に限定される取扱いとなつた。

さらに、令和 8年度の改正要綱においても当該採択を必要とする制限は維持されたままで

あり、防災目的の移転や老朽化対策を急ぐ自治体が、地域の実情に合わせて多様な事業者から

最適な設置主体を選定し、迅速に施設整備を進めることが困難な状況に置かれている。

こうした状況は、単なる制度運用上の制約にとどまらず、公立保育所の老朽化対策や、防

災・減災を目的とした施設整備の遅れを招くも のであり、結果として子どもの安全確保に重

大な支障を来すおそれがある。

このことにより、以下のような課題が生じている。

●公立保育所の老朽化女、す策の停滞

●防災・減災 (津波警戒区域や土砂災害警戒区域からの移転)を 目的とした施設整備の遅れ
●施設の再編・集約の推進の制約

●地域の実情に応じた事業者選定の困難

3.要望事項
上記の状況を踏まえ、以下の点について見直しを求める。

0こ ども家庭庁が発出した「就学前教育・保育施設整備交付金交付要綱 (こ成事第 497号 )」
について、従前の取扱いに戻すこと

0市町村の判断により、株式会社も含め、法人種別に関わらず、自治体が地域の実情に応じて

最適な事業者を選定できる制度とすること

.結び
本件は、自治体の保育行政運営全体に重大な影響を及ぼすものである。とりわけ、子どもの

安全確保に直結する課題であることから、現場の実態を踏まえ、速やかに制度の見直しが行わ

れることを強く求める。

港

4

以 上



令和8年6月 9日

衆議院議員

小 渕 優 子 様

群芭県甘葉町長 森ことこ子肇基軍

:穀暦蟄1夢 |

就学前教育・保育施設整備交付金の従前の取り扱いを求める要望書の提出について

時下、貴職におかれましては、ますますご健勝のこととお慶び申し上げます。

平素より、町行政の推進等につきましては、格別なご理解とご協力を賜り、心よりお礼申し上げます。

さて、当町では、少子高齢化がますます顕著となる中、「子どもは町の宝」を基本理念とし、誰ちが安心し

て子どもを産み育てられ、子ども達が健やかに成長できるよう` 国・県のご支援を賜りながら、町独自
の事業

として、保育料の完全無償化や給食費の無料化、小学校・中学校=高校入学時の応援金支給、家庭子育

て世帯への支援金の支給など、様々な「子育て支援事業」を展開しているところです。

令和4年度には、公立の保育園及び功稚園の統合や民営化を進め、子島 達の健全育成や安心
・安全

な保育環境の整備を最優先に、待機児童を発生させない取り組みを公私連携で進めてきたところでありま

す。

これまで、施設整備や老朽化対策等におきまレては、国の「就学前教育`保育施設整備交付金」を活用

させていただき、順次計画的に整備を進めてきたところでありますが、令和7年 9月 にこども家庭庁が発出し

た交付企交付要綱の一部が改正され、交付対象要件が厳格化(交付対象外)されたことに伴い、今年度に

予定していた保育園の空調設備などの改修工事が進められなくなつている状況となつております。

保育施設の老朽イヒ対策や防災・減災対策をはじめ、夏の猛暑に対応するための空調設備の改修は喫

緊の課と貢であるとのの、国の交付金を活用できなければ、当町のような財政規模
の小さな自治体や施

卜
設を

運営する事業者にとつては、大規模改修工事等の支出は大きな負担となつており、施設整備の遅れを招

いております。              ,
つきましては、当町における円滑な保育施設の整備を促進するため、国に対して交付企対象要件を従

前の取扱いにしていただくよう別添の「就学前教育
。保育施設整備交付金の従前の取り扱いを求める要望

書」を提出することとしました。

貴職におかれましては、本件の趣旨をご賢察いただき、今後の対応についてご支援を賜りたく、お願
い

申し上げます。

【担当及び問い合わせ先】

〒370-2292群馬県甘楽郡甘楽町大宇白倉 1395-1

群馬県 甘楽町福祉課こども係 電話:027牛67-5194

M誠 :kodomo@town,kaば a,lg.カ

URL(田丁HP):httpSi//― itown,kaば a.lg.力 /
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保育施設整備に係る補助制度の見直しに関する意見苦

1.′t'fR旨

近年、保育士不足や因児数の減少により、保育施設の運営を担う事業者の確保が困難となっており、公立保

育所の民営化や、老朽化姑策・再編整備が停滞している地域も見受けられる。

このような状況をF名くまえ、地域の実情に応じて、津波や上砂災害警戒区域等のハザー ドマップに該当する保

育所の移転整備や、公立保育所の老朽化への対応、さらに人口減少地域に所在する老朽化施設を八日増加地域

へ再編整備する取組を進め、移転後においても安定した保育提供体制を確保していくZ、要がある。

そのためには、自治体が主体的に整備手法を選択し、適切な事業者を選定できる環境を整備することが重要

であるc

2,現状の課題

こどt)家庭庁が発出した「就学前教育・保育施設整備交付金交付要細 (こ成事第 497号)Jに より、認可保育

所の施設整備に係る補助制度が変更され、設置主体が学校法人及び社会福れと法人に限定される取扱いとなって

いる。

これらの課題は、単なる制度運用 Lの制約にとどまらず、公立保育所の老朽化対策の遅れや、防災・減災を

日的とした施設整備の遅れを招くものであり、結果として子どモ)の安全確保に支障を来すおそれがある。

このことにより、以下のような課題が生じている。

●公立保育所の老朽化対策の停滞

●民営施設の改修 丁:事の停滞 (大規模修繕や空調設備更新等)

0防災・減災 (津波警戒区域や土砂災害警戒区域からの移ほ)を 目的とした施設整備の遅れ

●施設の再編・集約の推進の制約

●地域の実情に応 じた事業者選定の困難

3.要望車項

L記の状況を踏まえ、以下の点について見直しを求める。

0こ ども家庭庁が発出した「就学前教育・保育施設整備交付金交付要綱 (こ戒事第 497号)Jについて、従前の

取扱いに戻すこと

0市町村の判断により、株式会社も含め、法人種別に関わらず、白治体が地域の実情に応じて最適な事業者を

選定できる制度とすること

4,結び

本件は、白治体の保育行政運営全体に車大な影響を及ぼす ()のである。とりわけ、子どt〉 σ)安全確保に直結

する課題であることから、現場の実態を踏まえ、速やかに制度の見直しが行われることを強く求める。

以上



令和 8年 5月 吉日

内閣府 御中
こども家庭庁 御中

一般社団法人全国保育連盟

理事長 坂井徹
保育施設整備に係る補助制度の見直しに関する意見書

1.趣旨

近年、保育士不足や園児数の減少により、保育施設の運営を担う事業者の確保が困難となつており、公立保

育所の民営化や、老朽化対策・再編整備が停滞している地域も見受けられる。

このような状況を踏まえ、地域の実情に応じて、津波や圭砂災害警戒区域等のハザー ドマップに該当する保

育所の移転整備や、公立保育所の老朽化への対応、さらに人口減少地域に所在する老朽化施設を人口増加地域

へ再編整備する取組を進め、移転後においても安定した保育提供体制を確保していく必要がある。

そのためには、自治体が主体的に整備手法を選択し、適切な事業者を選定できる環境を整備することが重要

である。

2.現状の課題

こども家庭庁が発出した「就学前教育・保育施設整備交付金交付要綱 (こ成事第 497号 )」 により、認可保育

所の施設整備に係る補助制度が変更され、設置主体が学校法人及び社会福祉法人に限定される取扱いとなつて

いる。

これらの課題は、単なる制度運用上の制約にとどまらず、公立保育所の老朽化対策の遅れや、防災・減災を

目的とした施設整備の遅れを招くものであり、結果として子どもの安全確保に支障を来すおそれがある。

このことにより、以下のような課題が生じている。

●公立保育所の老朽化対策の停滞

●民営施設の改修工事の停滞 (大規模修繕や空調設備更新等)

0防災・減災 (津波警戒区域や上砂災害警戒区域からの移転)を 目的とした施設整備の遅れ

●施設の再編・集約の推進の制約

●地域の実情に応 じた事業者選定の困難

3.要望事項

上記の状況を踏まえ、以下の点について見直しを求める。

こども家庭庁が発贈した「就学前教育・保育施設整備交付金交付要細 (こ成事第 497号)Jについて、当該交

付要綱を活用して整備した保育所においては、設置主体の種別に関わらず修理について補助難象とすること。

4.結び

本件は、自治体の保育行政運営全体に重大な影響を及ぼすものである。とりわけ、子
‐どもの安全確保に直結

する課題であることから、現場の実態を踏まえ、速やかに制度の見直しが行われることを求める。

以上

と記意見書の内容に賛同します。

令和 8年 5月 吉日  吉田町長 り|イく,I与と
'生

う


